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消費者余剰は P1P2AB ほど増加し、生産者余剰は P2OB に変わった。社会余剰の増
加量は、消費者余剰の増加量と生産余剰の増加量の和である。図 1‐1によると、




図 1‐1	 農業災害保険の正の外部性	 
































表 1‐1	 世界各国の農業保険に関する法律	 
	 	 出典：庹国柱・李军・王国军「外国農業保険立法的比較与借監」『広西金融研究』2009 年





































































































































































































































































	 アメリカは世界で国内総生産額が最も高い（17.4 兆ドル、2013 年）国であ
る。また、一人当たりの GDP が 48,387 ドルで、世界第 14 位であり、最も裕福
な先進国とも言える。	 






































	 1933 年から 1934 年にかけて干ばつによって大量の農家は破産したことをき
っかけに、1936 年にルーズベルト大統領は政策的農作物保険の実施を提出した。
政策的農作物保険を実行するため、農業部の下で連邦農作物保険会社（Federal	 








	 Bruce	 L.	 Gardner	 and	 Randall	 A.	 Kramer（1986）によると、アメリカにおけ
る農作物の発展プロセスは、以下の通りになっている。	 
	 1938 年にアメリカ政府は「連邦農作物補償法」を確立することが、FCIC の正









は 165,775 人であるが、1940 年 360,596 人、1941 年 371,392 人のように増加し
続けていた。しかし、保険掛金率を極めて正しく設定できなく、または契約時
期が遅く逆選抜が存在するため、保険金の支出は相変わらず保険掛金収入より
高かった。FCIC の経営費用に加え、FCIP は失敗に遭ったと言える。	 
	 1943 年に FCIP が国会によってしばらく中止されたが、1944 年に「農業調整
法」の修正に伴い、再開された。保険対象はトウモロコシと煙草までに拡大し
た。小麦保険と綿花保険が三年間を期限として、新しくで試行されていた。第




	 最初の試行段階である 5年間（1948～1952）の間に、FCIP は経営黒字の 2.25
百万ドルを得て、年平均的補償率が95％であった。1956年からの5年間の間に、
毎年でも保険掛金収入は保険金支出を上回り、総計 2.5 百万ドルの利益が余っ
た。その要因は 1956 年に作物の損失率が高すぎる 14 県において農業災害保険
が中止され、または保険加入の締切が調整され、逆選抜が減少したなどである。	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 1980 年以降、農作物保険の発展は速やかになっていた。1980 年～1990 年の
間に、農作物保険がカバーする州は 39 から 50 までに増加してきた。農作物保
険の引受率は 1980 年の 9.6％から 1988 年の 22.9％まで増加してきた。特別に
1988 年において、政府は保険加入を災害救助金を受領できる前提としてから、




	 	 高い補償率という課題を解決するため、新たな農作物補償法、「1994 年農作
物保険改革法」が公布された。この法律によると、農作物補償制度はさらに完
全化になっていた。具体的に言えば、第一に「特別災害救援計画」が取り消し
された。第二に、大災害リスク保障制度（catastrophic	 risk	 protection、以	 











	 	 1994 年以降、アメリカにおける農作物保険の引受率は 40％から 85％まで増
加してきた。しかし、CAT の低い補償水準に対する農民の文句が生じた。そこ






















表 2‐2	 アメリカにおける農作物保険の統計データ	 
出典：RMA	 Program	 Statistics	 
	 
図 2‐1	 アメリカ農作物保険の仕組み	 
	 出典：「2014	 Crop	 Insurance	 Update」に基づき筆者作成	 
	 注：USDA は United	 States	 Department	 of	 Agriculture	 
	 SRA は Standard	 Reinsurance	 Agreement	 
                                                        
2	 主要な保険対象であるコーンや大豆、コーリャン、小麦などの価格高騰のため、2012 年と 2013 年にお
いて保険掛金補助と保険金の支出、ひいては補償率が高くなった。保険掛金収入増加のもう一つの理由は、
農作物価格が変動しやすいため、保険掛金率が相応に高くなったことである。	 
	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 
保険契約書	 数量（百万）	 




4.17	 3.56	 2.88	 4.51	 4.13	 4.51	 
掛金補助	 5.68	 5.39	 4.71	 7.45	 6.98	 7.29	 
掛金収入	 9.85	 8.95	 7.59	 11.96	 11.11	 11.80	 
保険金	 8.69	 5.20	 4.64	 10.84	 17.412	 9.00	 
保険保障	 89.56	 78.96	 78.06	 114.18	 117.13	 122.61	 
補償率	 ％	 




















	 	 第三に、農作物保険に対する政府の支出は高い点である（表 2‐3）。	 
	 	 表 2‐3 からわかるように、過去の 11 年間で、農作物保険に対する政府の財
政支援は、年平均で 59 億ドルであり、総計 648.2 億元である。	 
	 
表 2‐3	 農作物保険に対するアメリカ政府の支出（百万ドル）	 




















2003	 2,946	 3,768	 822	 1,874	 743	 61	 88	 3,588	 
2004	 3,133	 2,828	 (305)	 2,387	 900	 60	 83	 3,125	 
2005	 3,08	 2,796	 (293)	 2,070	 783	 58	 81	 2,699	 
2006	 3,617	 3,585	 (32)	 2,517	 960	 39	 87	 3,571	 
2007	 4,561	 3,493	 (1,068)	 3,544	 1,341	 36	 88	 3,941	 
2008	 6,741	 5,024	 (1,717)	 5,301	 2,016	 41	 96	 5,737	 
2009	 8,076	 8,416	 340	 5,198	 1,602	 42	 89	 7,271	 
2010	 5,282	 2,759	 (2,523)	 4,680	 1,371	 40	 103	 3,671	 
2011	 11,037	 13,429	 2,392	 7,376	 1,383	 54	 90	 11,295	 
2012	 13,058	 18,428	 5,370	 7,149	 1,411	 49	 92	 14,071	 
2013	 8,985	 6,158	 (2,827)	 7,279	 1,350	 64	 85	 5,951	 
総計	 70,525	 70,684	 159	 49,375	 13,860	 544	 982	 64,920	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 ここで、政府支出の最も高い 2012 年を事例として説明する。当年、アメリカ








	 日本は東アジアに位置する島国であり、2013 年国内総生産額が 4.7 兆ドルで





















































た。1949 年と 1951 年に、建物共済事業と農機具事業共済がそれぞれ実施し始
めた。1957 年に当然加入基準が緩和され、0.3ha まで高められた。当時、水稲

























































表 2‐5	 共済対象別共済掛金の国庫負担	 
共済事業	 共済対象	 共済掛金の国庫負担	 
農作物	 水稲・陸稲	 50%	 
麦	 共済掛金率を 3％以上：55％	 
3％以下：50％	 
家畜	 牛、肉豚等	 50％	 
果樹	 なし、桃等	 50％	 
畑作物	 大豆、蚕繭等	 蚕繭以外：55％	 
蚕繭：50％	 
園芸施設	 暖房施設等	 50％	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：農業共済<http://www.nosai.or.jp/>	 
	 
（３）農業共済事業の実態	 
	 2000 年に、日本において 309 万戸の農家は農業共済に加入して、共済掛金の
収入が 1459 億円に達した。その中で、農家が支払うべく共済掛金の約二分の一
は国庫で負担する（表 2‐5）。共済金額の全額は 30094 億円であり、その中で
農作物共済金額が全体の53％、家畜共済が24％、果樹共済と畑作物共済が23％、
それぞれ占めていた。	 






は実績が 2012 年度を下回り、全事業を合計した総共済金額は 51 兆 8,116 億円
(対前年度比 96.6％)となった。	 
	 	 表 2‐6 には日本農業共済事業のいくつかの品目の加入率をそれぞれ示して
いる。1985 年と比べると、2013 年になり乳牛共済以外、すべての農業共済事業	 
 -２３- 
表 2‐6	 日本農業共済の引受率（％）	 
	 1985	 1990	 1995	 2000	 2012	 2013	 
農作物	 水稲	 93.3	 90.2	 90.6	 90.1	 94.2	 95.0	 
麦	 74.4	 76.8	 80.5	 81.6	 95.8	 97.1	 
家畜	 乳用牛	 88.7	 93.6	 99.0	 100.0	 86.4	 85.5	 
肉用牛	 62.2	 64.5	 62.7	 64.1	 73.9	 71.7	 
	 肉豚	 13.1	 21.7	 13.8	 14.4	 23.2	 24.1	 
	 種豚	 20.6	 19.6	 17.0	 15.4	 27.4	 26.2	 
果樹	 収穫	 24.7	 21.8	 25.2	 23.7	 25.9	 25.6	 
畑作物	 蚕繭	 39.7	 41.4	 20.1	 50.5	 84.0	 64.6	 
園芸施設	 33.4	 44.3	 46.4	 459	 54.8	 54.1	 
出典：庹国柱	 李軍「国外農業災害保険制度的発展和模式」『農業保険』	 中国人民大学出版社	 
































都府県	 20a～40a	 10～30a	 
北海道	 30a～1ha	 40a～1ha	 







農業共済に対する政府の予算は 1313 億円であり、農業予算全体の 4.4％に値し
た。その中で、保険掛金補助に使う部分は 741 億円（全体の 56％）、農業共済
団体の運営に使う部分は 534 億円（全体の 41％）、それぞれであった。2014
年度の農業共済関係予算は 894 億 56 百万円（2013 年度予算対比	 100.3％、2
億 58	 百万円の増）となり、政府予算の 0.09％に値した。その内訳は、共済掛
金国庫負担金が	 501	 億 10	 百万円（平成	 25	 年度予算と同額）、事務費負担金









表 2‐8	 日本共済の引受方式について	 
引受方式	 支払い基準	 
一筆単位	 耕地一筆ごとに、減収が基準収穫量の 3 割（4 割・5 割）を超えると、基




3 割（4 割・5 割）を超えると、基準収穫量の 7 割（6 割・5 割）を補償	 
全相殺農家	 
単位	 
基準収穫量から実収穫量を差し引て得た数量が、基準収穫量の 1 割（2 割・













額が 1.88 万億ドルであり、世界第 8位であるが、一人当たりの GDP が約 1,490
























	 	 インドにおける農業災害保険の発展プロセスは、S.S.Raju	 and	 Ramesh	 Chand
（2008）によりまとめられた。	 
	 
(1)最初の個人レベルに基づく保険計画	 1972～1978 年	 
	 	 1972～1973 年の間で、インド総合保険会社（General	 Insurance	 Corporation	 
of	 India、以下 GIC と略称）によって、農民個人レベルに基づく綿花保険が試
行された。同年に、綿花保険が全国まで拡大された。その後、落花生や小麦、
トマトが保険対象に入れられた。このような保険試行プロジェクトは 1979 年ま
で続けられ、加入農民数が 3110 人であった。保険掛金収入が 45.4 万ルピーの
みであると反対に、保険金支出が 378.8 万ルピーに達した。1973 年から、乳牛
 -２６- 
保険計画に入った大農場に、乳牛保険や肉豚保険も次々と実施し始められた。
1977 年までに、乳牛保険に加入した乳牛頭数は 77 万頭に達した。	 
	 
(2)作物保険試行プロジェクト計画(Pilot	 Crop	 Insurance	 Scheme,PCIS)	 
1979～1984 年	 





famers、耕地面積が 0.5ha 以下）に対し、政府は保険掛金の 50％を補助する。	 






(3)総合作物保険計画(Comprehensive	 Crop	 Insurance	 Scheme,CCIS)	 1985～
1999 年	 
	 保険経営の経験と保険データを蓄積したため、1985 年にインド政府は全国に
わたって地域レベルに基づく総合作物保険(The	 Comprehensive	 Crop	 Insurance	 
Scheme、CCIS)を試行し始めた。CCIS は相変わらず貸付金を申請した農民に限
り加入できるが、PCIS の自主加入と異なり、CCIS は当然加入を実施した。	 
	 CCIS は 1999 年まで実施されていた。1999 年に、加入農民人数は 7.63 千万人






表 2‐9	 作物保険試行プロジェクトの実績	 
	 1979～80 年	 1982～83 年	 1984～85 年	 
加入した州の数量	 3	 9	 12	 
加入面積（ha）	 13181	 70729	 477333	 
加入農民数	 16265	 50855	 447086	 
保険掛金収入（十万ルピー）	 5.53	 15.66	 138.20	 
保険金支出（十万ルピー）	 5.29	 37.32	 91.80	 
補償率（％）	 95.71	 127.67	 66.42	 
出典：S.S.	 Raju	 and	 Ramesh	 Chand（2008）を引用	 
 -２７- 
	 (4) 国 家 農 業 災 害 保 険 計 画 (National	 Agricultural	 Insurance	 
Scheme,NAIS)1999 年～	 









である。表 2‐11 によると、2007 年以前 NAIS は収穫量保険のみであり、国営








表 2‐10	 インドの国家農業災害保険について	 





























                                                        
5	 イスラム歴の 3 月 
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 そして 2007 年から、天候インデックス保険（Weather	 Based	 Crop	 Insurance	 
Scheme、WBCIS と略称）、いわゆる天候指標に基づき、実際の指標が既定水準
を上回るもしくは下まわるときにあらかじめ約定した金額を加入者に支払う保
険が試行し始めた。続けて 2010 年は、過去の NAIS と天候インデックス保を統
合している「調整された国家農業災害保険計画（Modified	 National	 
Agricultural	 Insurance	 Scheme	 ）が試行し始めた。	 




シェアすることができた。2007～2010 年の間、WBCIS の補償率は 140％まで減
少した。2010 に試行されたｍNAIS は、加入人数がさらに増加した。	 
	 
表 2‐11	 国家農業災害保険の変遷	 
	 NAIS	 WBCIS	 ｍNAIS	 
開始	 1999 年	 2007 年	 2010 年	 
補償基準	 収穫量	 天候指標	 収穫量＋天候指標	 
加入農民数	 
（2010 年まで）	 
＞220 万	 ＞300 万	 340（2010 のみ）	 
政府支出	 超過保険金	 保険掛金補助	 







出典：Olivier	 Mahul,Niraj	 Verma,Daniel	 J.	 Clarke	 「Improving	 Farmers’	 Access	 to	 
Agricultural	 Insurance	 in	 India」	 Policy	 Research	 Working	 Paper	 5987	 
	 
	 
図 2‐3	 インド NAIS の仕組み	 

































1999～2000	 5.8	 7.8	 5	 8	 49.1	 
2000～2001	 105.0	 163.3	 235	 1281	 55.6	 
2001～2002	 106.6	 160.4	 292	 559	 55.4	 
2002～2003	 121.0	 195.7	 365	 2013	 51.6	 
2003～2004	 123.9	 188.3	 347	 1150	 30.7	 
2004～2005	 162.2	 296.1	 353	 1199	 24.2	 
2005～2006	 167.2	 277.5	 555	 1398	 25.7	 
2006～2007	 179.1	 273.0	 610	 2249	 37.9	 
2007～2008	 184.4	 281.4	 636	 530	 44.7	 
2008～2009	 192.0	 264.9	 749	 530	 98.7	 
2009～2010	 239.0	 236.4	 1023	 1189	 129.9	 
2010～2011	 175.8	 240.5	 1276	 950	 134.4	 
総計	 1762	 2685.3	 6446	 13056	 737.9	 
出典：S.S.	 Raju	 and	 Ramesh	 Chand（2008）、AIC	 OF	 INDIA	 LTD.、State	 of	 Indian	 Agriculture	 
2011-12 を引用	 
                                                        
6	 インドにおける秋にある収穫時期	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価経済作物（High	 Value	 Commercial	 Crop）保険、家畜保険、漁業保険も次々
と展開されていた。	 








表 2‐13	 フィリピンにおける農業災害保険の種類	 
種類	 保険対象	 保険掛金	 保険金	 開始時期	 
作物保険	 
(Crop-insurance)	 





コーン	 1982 年	 









































	 P50000/人	 2005 年	 
出典：「REVIEW	 OF	 THE	 PHILIPPINE	 CROP	 INSURANCE:KEY	 CHALLENGES	 AND	 PROSPECTS」	 
に基づき筆者作成	 
 -３２- 
表 2‐14	 水稲保険とコーン保険掛金率と補助率（％）	 
	 	 水稲保険	 
ローンを申請した農民	 ローンを申請しない農民	 






1.46	 2	 5.9	 9.36	 Multi-	 
Risk	 	 
cover	 
3.46	 5.9	 9.36	 
Medium	 
risk	 
2.91	 2	 5.9	 10.81	 4.91	 5.9	 10.81	 
High	 
risk	 






1.12	 1.5	 4.22	 6.84	 Natural	 
Disaster	 
Cover	 
2.62	 4.22	 6.84	 
Medium	 
risk	 
2.23	 1.5	 4.22	 7.95	 3.37	 4.22	 7.95	 
High	 
risk	 
3.35	 1.5	 4.22	 9.07	 4.85	 4.22	 9.07	 
	 コーン保険	 
ローンを申請した農民	 ローンを申請しない農民	 






2.83	 3	 10.62	 16.45	 Multi-	 
Risk	 
cover	 
5.83	 10.62	 16.45	 
Medium	 
risk	 
5.65	 3	 10.62	 19.27	 8.65	 10.62	 19.27	 
High	 
risk	 






1.9	 2	 7.5	 11.4	 Natural	 
Disaster	 
Cover	 
3.9	 7.5	 11.4	 
Medium	 
risk	 
3.8	 2	 7.5	 13.3	 5.8	 7.5	 13.3	 
High	 
risk	 
5.7	 2	 7.5	 15.2	 7.7	 7.5	 15.2	 
	 
出典：PCIC	 <www.pcic.gov.ph>	 
注：Multi-Risk	 cover は台風や洪水、旱魃などの多重自然災害に対応	 



































した。2014 年、フィリピンでは貧困地域と定義される省は 70 つに昇った。国
は 10 億ペソを拠出して、すべての貧困な省にある 210,270 人の農民の保険掛金
補助として使われた。	 



















表 2‐15	 フィリピンにおける水稲・コーン保険の実績	 
年度	 保険掛金収入(千ペソ)	 保険金支出(千ペソ)	 補償率	 
1996	 147,870	 68,019	 46%	 
1997	 131,547	 71,232	 54%	 
1998	 113,721	 126,275	 111%	 
1999	 102,729	 108,006	 105%	 
2000	 115,246	 60,078	 52%	 
2001	 94,127	 40,920	 43%	 
2002	 70,123	 37,615	 54%	 
2003	 74,872	 64,050	 86%	 
2004	 104,920	 73,520	 70%	 
2005	 97,510	 74,990	 77%	 
2006	 96,338	 77,911	 81%	 
2007	 104,707	 71,294	 58%	 
2008	 190,150	 84,630	 40%	 
2009	 353,400	 202,937	 55%	 
2010	 359,403	 240,268	 63%	 
2011	 458,143	 394,003	 86%	 
2012	 533,122	 213,249	 40%	 
	 	 	 	 出典：「REVIEW	 OF	 THE	 PHILIPPINE	 CROP	 INSURANCE:KEY	 CHALLENGES	 AND	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 PROSPECTS」「Case	 study:	 loan	 guarantees	 and	 insurance	 in	 the	 
Philippines」	 
	 	 	 	 	 	 	 「HIGHLIGHTS	 OF	 OPERATION	 」2009～2012 に基づき筆者作成	 
	 
表 5‐16	 農業災害保険実績の対比	 
	 2011 年	 2012 年	 
加入人数（人）	 153,280	 281,512	 
加入面積（ha）	 139,854	 187,619	 
出典：pcic.gov.ph	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 最後に、政府は掛金補助率を調整できる点である。例えば、表 2‐12 で見ら
れたように「Medium	 Risk」の「Multi-Risk	 cover」の下において、最初に水稲
保険は掛金率が 8％であるが、20 年を経て 2000 年に市場価格を参考した上でそ




図 2‐4	 フィリピン農業災害保険の仕組み	 
	 	 出典：「REVIEW	 OF	 THE	 PHILIPPINE	 CROP	 INSURANCE:KEY	 CHALLENGES	 AND	 PROSPECTS」	 
に基づき筆者作成	 
	 	 	 注：LBP は Land	 Bank	 of	 Philippines	 
















表 2‐16	 四か国の農業災害保険の制度的比較	 





























































































するアメリカ政府の支出は 60 億ドルであり、当該国の GDP（16.8 万億ドル）の















































































図 3‐1	 農業就業者人口の構成比	 




図 3‐2	 農業総生産の割合	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 
図 3‐3	 中国における耕地面積と主要な作物の作付面積の比	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 




	 	 図 3‐3にみられるように、1978 年以来、中国の耕地面積は減ったり増えた
りして、変動しているが、増加の趨勢が見える。主要な作物である水稲や小麦、
トウモロコシの作付面積はそれぞれ変動している。水稲の作付面積の割合は











表 3‐1	 中国とアメリカおける主要作物の作付面積対比（2011）	 
単位：百万 ha	 中国	 アメリカ	 
トウモロコシ	 32.5	 34.0	 
大豆	 10.7	 29.7	 
小麦	 24.2	 18.5	 
綿花	 5.0	 3.8	 























表 3‐2	 四か国の農産品輸出額（百万ドル、2012 年）の対比	 	 
品目	 中国	 インド	 アメリカ	 オーストラリア	 
牛肉	 80.6	 0.3	 10,320	 4,700	 
穀物	 593.7	 0.2	 27,413	 6,760	 
野菜	 7,559	 -	 5,120	 14.9	 
出典：中国統計年鑑 2013、USDA＜www.usda.gov＞、「Agricultural	 and	 Allied	 Commodities	 	 	 
	 	 	 anchor	 India’s	 Exports」、「Trade	 at	 a	 Glance	 2013」Australian	 Government	 	 

























分布が広い	 （図 3‐4）	 
発生率が高い	 毎年どこかで、旱魃や洪水、台風といった災害が発生	 
損失が高い	 1990 年から 2008 年にかけて自然災害による直接の経済損失
は、年平均でほぼ 2000 億人民幣であり、被害者数は約 3 億9。	 
	 出典：中華人民共和国国土資源部	 <http://www.mlr.gov.cn/>	 
	 
                                                        




9	 出典：「中国の減災行動」白書	 2009 年	 
 -４３- 
	 
図 3‐4	 中国における自然災害の分布	 



















	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 
図 3‐6	 中国における耕地の被害面積	 
























































































































































































	 	 １）開始期	 	 













	 1951 年からは、家畜保険が次々と全国各地で試行された。1951 年の末までに、













イメージを構築した。1950～1952 の間、農業災害保険は約 4800 億元（古い貨










































	 	 1982 年に家庭聯産責任制10の推進とともに、農業災害保険業務は新しく開始
した。当時、国営保険会社（人民財産保険会社）が独自に農業災害保険を経営
するモデルが採用された。	 










年や 1989 年、1990 年以外の年には 100％を超え、最高のは 1986 年の 136％で
あった。	 
	 
                                                        
10 家庭聯産責任制とは、農家は家庭を単位にして、村集団の土地などの生産資料や生産責任を請け負う農
業生産責任制度である。 
111982 年と 1983 年のデータがない。 
 -５２- 
	 
図 4‐1	 農業災害保険掛金の収入と保険金の支出、補償率	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 1985～1992 に基づき筆者作成	 






保険業務を段々縮小していた（図 4‐2）。その結果、1992 年に 6.47 億元であ
った農業災害保険掛金の収入は、2001 年に 3億元にまで下落した。その他、補















                                                        
12 社会主義市場経済とは、社会主義公有制に基づき、国家のマクロコントロールの下において、市場メカ
ニズムの基礎的役割をを発揮させる経済体制である。 




図 4‐2	 農業災害保険掛金の収入と保険金の支出、補償率	 












2007 年に、中央財政は初めて農業保険掛金の補助に 21.5 億元を拠出して、農









財政は農業保険に対して 60.5 億元の予算を拠出し、農業予算の 192.3 億元の約
17.9 に値した。2009 年に、水稲や小麦、大豆などの 7種類であった政策的保険
種類は、新たに肉豚保険及び森林保険を加わった 9 種類へと増加した。また農















	 陳文輝（2014）によると、2007 年～2013 年の間、中国全国にわたって農作物
の加入面積は 2.3 億ムーから 11.06 億ム （ー全体の 48％）に増加してきた。2013




7.29 億元から 306.6 億元に飛躍的に増加してきた（図 4‐3）。農業災害保険に
よって提供される農業リスク保障（保険金）が 0.11 万億元から 1.39 万億元に
増加してきた。2013 年において、保険金の支出は 208.6 億元であり、受益農家
が 3367 万戸であり、一戸当たりへの保険金が 620 元であった。	 
農業災害保険のサービスシステムも完全化に向けて進んでいる。2005 に農業
災害保険を経営する保険会社の数が 7 社のみであるものの、2013 年に 23 社ま
でに増加した。農村部に 2.3 万つ農業災害保険代行所が作られ、協保員14の人
数が 40 万人を超えた。	 
	 











	 	 出典：黄亚林[2013]を引用	 




図 4‐3	 2005～2013 年中国における農業災害保険掛金収入と増加率	 
	 	 	 	 出典：2006 年～2013 年中国統計年鑑により作成	 
	 




図 4‐4 は、2005～2013 年全国における農業災害保険の補償率の推移を示し
ている。2005～2013 年の農業災害保険補償率はそれぞれ 78％、2006 年 69％、
2007 年 60％、2008 年 58％、2009 年 71％、2010 年 74％、2011 年 47％、2012












図 4‐4	 2005～2013 年全国における農業災害保険の補償率	 

























図 4‐5	 中国における農業災害保険の試行モデルの分布	 


















	 	 第三段階は、2004 年～今である。2005 年に中国における政策的農業災害保険




























図 4‐6	 政府出資モデルの仕組み	 
	 	 	 	 	 出典：筆者作成	 
	 
表 4‐2	 上海における農業災害保険掛金補助	 
	 中央	 上海市	 
肉豚、水稲、乳牛	 30%	 50%	 
野菜・小麦・マクワウリ	 30％	 40％	 
	 上海市	 県	 区（1）	 区（2）	 
水産、温室施設等	 42%/36%/24%	 18%	 24%	 36%	 
家畜、農機具等	 35%/30%/20%	 15%	 20%	 30%	 
果物、食用キノコ等	 28%/24%/16%	 12%	 16%	 24%	 
野菜	 49%/42%/28%	 21%	 28%	 42%	 



















































2012 年に北京の耕地面積は 28.3 万 ha であり、その中で糧食作物（トウモロ
コシと小麦）の植付面積が 68.6％、野菜が 22.6％、メロン類とイチゴが 3％、







	 第一段階は、1950 年～1959 年であり、探索期と呼ぶ。1950 年に、農業生産
を促すため、人民財産保険会社は北京の郊外に水稲や小麦、棉花、家畜を対象
とする農業災害保険を試行し始めたが、一年間か二年間しか続けていなかった。	 
	 第二段階は、1983 年～1994 年である。「低い保険金、低い保険掛金、低い保
障」という原則を貫き通した上で、1993 年に農業災害保険が再開された。当時
の保険種類は以前のものを含め、20 種まで増加してきた。	 






















図 4‐7	 商業保険会社（北京）モデルの仕組み	 

























































は 2109 億元であり、省 GDP の 15.4％に占めている。	 
	 
（２）黒竜江省における農業災害保険の特徴	 























                                                        
16	 利益とリスクをそれぞれ 50％を負担することである。	 
 -６３- 
	 
図 4‐8	 相互会社（互助）モデルの仕組み	 
















































	 	 共保モデルの特徴は、以下のとおりになっている。	 
第一に、「共保」とは、五つ保険会社は連合して共同で農業災害保険を経営
していることを意味する。具体的には、人民保険会社は補償責任の 77％、太平





















図 4‐9	 共保モデルの仕組み	 
出典：筆者作成	 
	 
表 4‐3	 浙江省における保険掛金補助	 
品目	 省	 県①17	 県②	 総計	 
水稲	 36％・54％	 54％	 36％	 90％	 
肉豚、鶏、鴨等	 18％・27％	 27％	 18％	 45％	 













































いて、安徽省における糧食作物の作付面積は 66.25 十万 ha であり、その中で小
麦の作付面積が糧食作物のそのものの三分の一を占めている。その他、搾油作
物や棉花、野菜の生産も盛んでいる。2013 年に農業生産額は 2348 億元であり、
GDP の 12.3％に占めている。	 
	 
（２）安徽省における農業災害保険の特徴	 



















表 4‐4	 安徽省における農業災害保険の掛金補助	 
	 中央政府	 省政府	 市・県政府	 
栽植業保険	 35％	 25％	 20％	 
種豚保険	 50％	 21％	 9％	 
乳牛保険	 30％	 21％	 9％	 










































１）2005 年から試行された 4つプロジェクトの制度的比較	 
2005 年から実施し始めた農業災害保険の試行プロジェクトは、地域ごとの天
候条件や農業生産の特徴、政府の財政状況などによって地域特色のある農業災





金総額の約 80％程度である。作物の保険金額が 500 元、保険掛金率が 8％とす
ると、加入農民は実際に支払う保険掛金は 8 元のみである。家畜の場合、肉豚



























表 4‐5	 各地の農業災害保険試行制度	 











































































出典:庹国柱	 	 「中国部分地区農業保険試験的現状和制度比較」	 首都経済貿易大学レポー
ト.2009 年 6 月 22 日	 
 -７０- 
表 4‐6	 各地域における農業災害保険の種類	 
地域	 栽植業	 養殖業	 
上海市	 14	 7	 
北京市	 9	 8	 
黒竜江省	 4	 5	 
浙江省	 4	 2	 


































表 4‐7	 7 つ省・自治区における農業災害保険の試行制度	 





省 21％、市・県 9％	 
乳牛：中央 30％、

























































































































































































































	 2007 年中央財政は初めて農業災害保険に補助金を出すとき、その金額が 21.5




































省レベルは 25％、県レベルは 20％、それぞれの補助額を提供する。2014 年に、



















農業部が支払った補助金は約 13.5 億元であり、中央財政18補助額（151 億元）
の約 9％のみ占めており、保険掛金収入のわずか 4％しか当たらなかった。	 
	 図 4‐11 は、2007～2014 年、毎年の農業部の部門決算19を示したものである。
この図からわかるように、農業への支出が部門決算に占める割合は、2007 年の
33％から 2014 年の 60％まで大幅に増加した。これは、農業が重視されること
を説明できる。なお、2007 年中央財政は初めて農業災害保険に掛金補助を拠出
したとき、農業部が支払った補助金額は 0.4 億元であることに対して、その後






図 4‐11	 農業部の部門決算	 
	 	 	 	 	 出典：中華人民共和国農業部 http://www.moa.gov.cn/	 
                                                        
18 中央財政収入は、主に中央政府と地方政府が商工業などから徴収した税金、去年、中央の収入が支出を
マイナスして残った利益、または商務部や農業部などの部門からの収入によって構成される。 
















である。北京市の下において 13 つ区と 2 つ県があり、総面積が 1.64 万 hm2で
あり、人口が 2069.3 万人（2012 年）である。北京における都市部住民の所得
は 3.65 万元であり、農民の所得は 1.65 万元であり、中国平均的所得の 35％と

















く期」には農民が 6 割の損失、「出穂期」には 4 割、「乳塾期」には 2 割、そ
れぞれ自ら負担する。その次に、損失は保険により管理される。小麦保険の場
合に、「再び芽吹く期」には保険が小麦損失の 4 割を補償し、「出穂期」には





























政府	 保険金支払いが保険掛金収入の 160％を超える部分を負担	 
大災害準備金	 保険金支払いが保険掛金収入の 300％を超える部分を負担	 
出典：北京市農業保険条例（2014）	 
	 




小麦、水稲、トウモロコシ	 35％	 25％	 
豆類、果物、野菜	 /	 50％	 
温室施設	 /	 50％	 
種豚	 /	 50％	 
雌豚、肉豚、乳牛	 40％	 20％	 
家畜	 /	 /	 




	 	 2013 年の年末まで、北京における農業災害保険は耕地の引受率が 75％に達し、




してきた。例えば、2012 年 7 月 21 日に房山区が特大な豪雨に襲われた。豪雨
による農業の直接的な経済損失は 28 億元に達した。房山区に住んでいる 1843
戸の農家が被災され、農業災害保険の対象に属する 13 種の作物が被害された。
21 日から 20 日間の間で、農業災害保険から被災された農家は 2513 万元の保険
金を受け取り、再生産できるようになった。	 
	 同年の 11 月 2 日に、延庆県が大雪に襲われ、作物のみならず園芸施設も破壊
された。家畜の棚と牛舎、豚舎の倒れによって、20.2 万羽の家畜と 66 匹の牛、
419 匹の豚が死亡した。農業災害保険によって、栽植産業に従事する農民はは
1518 万元、養殖産業に従事する農家はが 213.78 万元をそれぞれ受け取った。	 
	 
表 4‐10	 北京における農業災害保険の対象種類について	 
保険種類	 保険金額	 掛金率	 保険種類	 保険金額	 掛金率	 
小麦	 600	 4%	 トウモロコシ	 600	 7%	 
豆類	 500	 3%	 水稲	 700	 8%	 
西瓜	 1000	 7%	 りんご	 2000、4000	 7%	 
桃	 2000、3000	 7%	 梨	 2000、4000	 7%	 
葡萄	 2000、3000	 6%	 柿	 1000、2000	 6%	 
さくらんぼ	 3000、5000	 7%	 ナツメ	 1000、2000	 6%	 
（秋）白菜	 800	 5%	 種豚	 2000	 5%	 
雌豚	 3000	 6%	 肉豚	 1000	 5%	 
乳牛	 6000、8000	 5%	 鶏/鴨	 30	 1%	 























害 10 万、	 


































図 4‐12	 中国における農業災害保険の普及状況	 
	 出典：Baidu	 中国地図により筆者加筆	 
	 注：1.普及した地域：加入農民全員が中央政府と地方政府からの保険掛金補助を受けている	 
	 	 	 	 	 2.普及していない地域：中央政府や地方政府からの保険掛金補助があるが、金額が有限	 
	 	 	 	 	 であり、経営規模の大きな農民が優先に受け取れる。農業災害保険の実施も省・自治区内	 
	 	 	 の数県に留まる。実施しない地域：第二・第三産業を中心とする地域であり、本文では	 















表 4‐11	 16 省・自治区の GDP ランキングの比較	 
地域	 河北	 湖南	 内モンゴル	 四川	 山東	 安徽	 河南	 湖北	 
GDPランキング	 6	 10	 15	 8	 3	 14	 5	 9	 
地域	 広西	 貴州	 チベット	 雲南	 青海	 寧夏	 陝西	 甘粛	 
GDPランキング	 18	 26	 31	 24	 30	 29	 19	 27	 




図 4‐13	 16 つ省・自治区の農業総生産、GDP、両者の比（2013 年）	 
出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 
表 4‐12	 16 つ省・自治区の農民一人当たり所得の比較（2012 年）	 
地域	 河北	 湖南	 内モンゴル	 四川	 山東	 安徽	 河南	 湖北	 
所得	 8081	 7400	 7611	 7001	 9447	 7160	 7525	 7852	 
地域	 広西	 貴州	 チベット	 雲南	 青海	 寧夏	 陝西	 甘粛	 
所得	 6008	 4753	 5019	 5417	 5364	 6180	 5763	 4507	 







	 雲南省や広西チワン族自治区などといった 8 つ省・自治区において、政策的
農業災害保険が 2007 年から実施し始めたが、全域に普及していなく、保険の保
障効果があまり見られない。	 





	 2007 年から今まで 7年を経て、これら地域における農業災害保険がよく発展
していた。具体的に言えば、保険対象種類が増え、政府が提供する保険掛金の
補助額が高くなり、試行地域も拡大した（表 4‐14）。	 





























表 4‐13	 2007 年所得水準の低い地域における農業災害保険の展開	 
地域	 保険対象種類	 保険掛金補助	 試行地域	 
広西	 サトウキビ	 自治区・市・県：60％	 2 県	 
貴州	 種豚、乳牛	 中央 50%、省 12%、市(州)9%、
県 9%	 
9 県	 
雲南	 種豚、乳牛	 中央 70％、地方政府 30％	 6 鎮・村	 
チベット	 農作物、家畜、家屋	 自治区 90％	 2 村	 
青海	 小麦、裸麦などの農作物	 省 86％、県 9％	 6 村・鎮	 
寧夏	 種豚	 中央 50％、自治区 3％	 1 市	 
陝西	 種豚、りんご	 省 50％、省 50％	 2 市	 
甘粛	 乳牛、トウモロコシ、りんご	 中央 30％、省 20％、県 10％	 3 県	 
出典：中国保険監督委員会ウェブサイトにより筆者作成	 
	 	 	 
表 4‐14	 2014 年所得水準の低い地域における農業災害保険の現状	 
地域	 保険対象種類	 保険掛金補助	 試行範囲（引受率）	 
広西	 水稲、バナナ、乳牛
等	 
中央 2.61 億元	 










加入した農家が 460 万戸	 






農作物 229.31 万ムー	 
寧夏	 小麦、水稲、西瓜、
りんご、トマト、ク
コ等 14 種類	 
中央 8641 万元	 



























































































つ市と 110 つ県が設置される。	 
	 広西は山地丘陵盆地の地形であり、総面積 23.67 万平方キロメートルの中で
約 70.8％が山地と丘陵である。地形の起伏が激しい地域が多いため一戸当たり
の耕作面積が小さく、零細的な農業が多い。	 
	 広西では河川が多く、河川の長さの総合計が 3.4 万キロメートルに達した。
水域の面積は総面積の 3.4％に占めている。年平均降水量は 1,070 ミリメート
ル（1,500～2,000 ミリメートルの地域も多い）であり、水資源が豊富である。	 







図 5‐1 中国と広西の地理位置	 








	 図 5‐2によるおと、広西の農作物作付面積は 1994～2013 年の 20 年間で、概





図 5‐2	 広西農作物作付面積	 




図 5‐3	 広西の農業生産額と割合	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 2014	 
	 
	 
図 5‐4	 広西農産品の生産状況	 




2000 年以降それはさらに迅速に増加して、2000 年の 2080 億元から 2013 年の
14378 億元に飛躍的に増加した。それと反対に、広西 GDP に占める農業生産額
の割合は 1980 年代以降減少しており、1978 年のピークの 49％から 2013 年の
13％まで下落した。その要因は、第二次第三次産業の繁栄、この二つの生産額
が 1978 年の 59％から 2013 年の 84％まで増加したことがわかった。ただし、広
西の農業生産が衰えるとは言えず、逆にその生産が旺盛である。広西は古くか
ら中国重要な農産品生産地の一つである。	 
	 図 5‐4に示したように、1994 年からの 20 年間、広西では糧食の生産量変動
が緩く、その生産が概ね安定しているが、2001 年以降それが少し減少しており、
2001 年の 1,607 万㎏から 2012 年の 1,485 万㎏まで減少した。そして 2010 年以
降糧食生産量はいささか回復して、2013 年にそれは過去 12 年間の最高水準の









量が 2004 年の 2,320 万㎏から 2013 年の 8,104 万㎏まで大幅に増加した。広西








トウキビ生産をやめた。2015 年サトウキのビ栽培規模は 2014 年より 100 万ム







1994 年の 222 万㎏から 2013 年の 1,433 万㎏まで増加して、ブンタンやカキ、
マンゴ、リュウガンなどの果物が大量に生産している。果物の栽培面積は 1994
年の 37 万 ha から 2013 年 100 万 ha 以上に拡大し、全国の第五位に昇った。農














                                                        
22	 1994～1999 年のデータがない。	 
 -８９- 







	 図 5‐5によると、広西では農家戸数が 1994 年以降緩やかに上昇しているこ
とと反対に、農民の人数が増やしたり減ったりし激しい変動が見える。その要











図 5‐5	 広西の農家戸数と農民人口の推移	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 1994～2013 年	 
	 
表 5‐1	 広西と中国の産業構成比（2013 年）	 
	 1 次産業	 2 次産業	 3 次産業	 
生産額比	 
中国	 10.0％	 43.9％	 46.1％	 
広西	 16.3％	 47.7％	 40.0％	 
人口比	 
中国	 31.4％	 30.1％	 38.5％	 
広西	 53.5％	 19.0％	 26.1％	 




	 図 5‐6 に示したように、広西農民の所得は 1978 年の 122 元から 2013 年の




	 表 5‐2 からわかるように、2013 年広西各市農民所得の最高と最低の差額は
3,359 元であるが、2014 年それはさらに拡大して、3801 になった。ただし、2013








たことである。糧食生産量は 0.8％を増加して、野菜は 6.5％、果物は 9.9％、
それぞれ増加した。または糧食の価格は 3.0％が上昇して、野菜は 2.3％、果物
は 1.5％、それぞれ高くなった。2014 年農民の家庭経営所得は 3,732 元であり、
2013 年より 9.1％の増を取れて、所得全体増加率の 40.3％を貢献した。ちなみ
に、家庭経営所得の 83％は農業所得である。	 
	 第三は、2014 年グリーンツーリズムの発展は、農民に 518 元の所得をもたら
す。または、政府は農機具や作物と家畜の良質品種への補助を増やし、それに
よって農民が受け取った農業補助金も多くなった。2014 年農民一人当たりの特





図 5‐6	 広西農民の所得と全国平均水準との比較	 





表 5‐2	 広西各市の農民所得	 
	 2014年農民所得（元）	 2013 年農民所得（元）	 増加額（元）	 増加（％）	 
防城港市	 9,524	 8,557	 967	 11.3	 
桂林市	 9,431	 8,361	 1,070	 12.8	 
玉林市	 9,314	 8,272	 1,042	 12.6	 
貴港市	 9,131	 8,189	 942	 11.5	 
北海市	 9,079	 8,239	 840	 10.2	 
欽州市	 8,892	 8,054	 838	 10.4	 
柳州市	 8,606	 7,663	 943	 12.3	 
南寧市	 8,576	 7,685	 891	 11.6	 
梧州市	 8,342	 7,475	 867	 11.6	 
来賓市	 7,751	 7,085	 666	 9.4	 
崇左市	 7,707	 7,077	 630	 8.9	 
賀州市	 7,337	 6,557	 780	 11.9	 
百色市	 6,145	 5,409	 736	 13.6	 
河池市	 5,723	 5,198	 525	 10.1	 
広西平均	 7,565	 6,791	 774	 11.4	 














で、降雨量が 1400 ㎜以上で、気温が 20.4℃である。このような温かく湿潤な
気候に恵まれて、柳江県の農業生産が盛んでいる。	 
①柳江県の農業生産状況	 







図 5‐7	 柳江県の地理位置	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	 
	 
図 5‐8	 柳江県の農業生産額の推移	 
	 	 	 	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑 2014 年	 
	 
図 5‐9	 柳江県の農産品生産状況	 











表 5‐3	 柳江県と那覇市の気象条件の比較	 
	 柳江県	 那覇市	 
年間平均気温（℃）	 20.4	 23.1	 
月別最高平均気温（℃）	 28.9（7月）	 28.9（7月）	 
月別最低平均気温（℃）	 10.4（1月）	 17.0（1月）	 
平均年間降雨量（mm）	 1424.7	 2040.8	 
年間平均日照時間（時間）	 1600	 1774	 


































図 5‐10	 柳江県総人口と農業人口	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑 2014	 
	 
図 5‐11	 柳江県農民所得	 



















図 5‐12	 中国におけるサトウキビと甜菜生産量の比較	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2002̃2013 年より作成	 
	 	 
	 
図 5‐13	 広西チワン族自治区のサトウキビ生産量	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 	 	 表 5‐4	 広西自治区における経済作物植付面積の構成23	 
	 2001	 2005	 2012	 
経済作物24	 41.6%	 47.2%	 49.6%	 
サトウキビ	 8.1%	 11.8%	 18.5%	 
タバコ	 0.4%	 0.3%	 0.3%	 
ピーナツ	 3.8%	 3.8%	 3.1%	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 第 1点は、サトウキビ生産は政府にとって重要である。広西において全ての
115 つ市、県の中で、約半分の 53 つ市、県ではサトウキビが栽培され、その生
産からの税金が 21 治区財政収入の 3％以上を占めている。そして、サトウキビ
を生産する農民は 1200 万人つ県の財政収入25の半分以上占めている。全体から


















	 	 図 5‐14 にみられるように、2004 年以降広西において、自動車産業や金属
産業など製造産業の生産額の激増によって、製糖業生産額が工業生産額に占め
る割合は 8％から 4％に下落したが、その数値が依然として増加しており、2004






ある。図 5-15 からわかるように、サトウキビ生産量は広西全体の約 3％に値し
て、2001 年一度 5％に昇ったが、2008 年から次第に減っている。	 
	 
	 
図 5‐14	 広西における工業生産額及び製糖業生産額比率	 




図 5‐15	 柳江県サトウキビ生産量	 












	 第二に、自然災害の発生率が高い点である。例えば、江セでは 1994 年や 1995
年、1996 年、2005 年において特大な洪水が発生した。	 
	 	 第三に、自然災害による農業生産の損失が高い点である。例えば、2003 の秋
から 2004 の春にかけて、旱魃により耕地面積の 135.2 万 ha（全体の 21.3％）
が被害された；1994 から 2007 年まで、統計データによると、洪水による農業
生産の損失が年平均で経済損失全体の 5％～15％に値し、GDP の 0.5％～9％に
値した；2001 年において第 3号と第 4号台風により、広西における直接的な経













図 5‐16	 広西における農作物の被害状況	 
















































	 	 現在従来の農業災害保険は改められ、2006 年の柳江県における農業災害保険
は、サトウキビ保険、種豚保険、家屋保険という三種類において実施されてい
る（表 5‐5）。	 	 












図 5‐17	 柳江県サトウキビ保険の仕組み	 
	 	 出典：ヒアリング調査に基づき筆者作成	 
 -１００- 
表 5‐5	 柳江県における農業災害保険試行制度	 















































                                                        
27	 サトウキビが全滅した場合には、農民に 500 元/ムーの保険金を支払う．サトウキビを収穫した後、製
糖工場に運ぶ前に被害にあう場合には、農民に 100 元/ムーを補償する。	 





























2008	 43.5	 5.80	 2.50	 13.32%	 147.1	 48.2	 
2009	 43.1	 3.99	 0.69	 9.23%	 119.8	 49.5	 
2010	 44.1	 5.00	 1.70	 11.35%	 150.1	 71.5	 
2011	 43.8	 3.55	 0.25	 8.10%	 106.5	 10.7	 
2012	 44.3	 3.67	 0.37	 8.29%	 110.0	 23.4	 
2013	 44.2	 3.40	 0.10	 7.69%	 101.7	 60.0	 
	 出典：ヒアリング調査に基づき筆者作成	 
	 
図 5‐18	 柳江県におけるサトウキビ生産量及び価格	 













	 図 5‐20 で示したように、柳江県における農民は農業災害保険掛金の支出が
「他の商品およびサービス消費支出」の中にあり、総支出の 4％しか占めない。






2010 年において農民の家計消費支出の 3603.07 元、一人当たりのサトウキビ植














図 5‐19	 農民一人当たりの所得の対比	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2011、北京統計年鑑 2001～2011、柳州市経済統計年鑑	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 2011 に基づき筆者作成	 	 	 	 
	 
図 5‐20	 柳江県農民家計消費支出(2010)	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：柳州市経済統計年鑑 2011 に基づき筆者作成	 
                                                        
31	 柳州市経済統計年鑑（2011）により、2010 年柳江県におけるサトウキビの植付面積が 447。35 万ムー













































図 5‐21 サトウキビ保険加入意思決定	 



























計測モデルは（1）式のとおりである。なお、計測には R-Studio を用いた。	 
	 
WTP=β0+β1LogINC+β2LogFLA+β3LogSPA+β4LogWRT+β5LogEDU+	 















	 計測に用いたデータは、2012 年 2 月に柳江県の製糖工場で行ったヒアリング
調査から得られた。具体的には、保険会社と製糖工場のスタッフを通じて、製
糖工場のデータベースから年齢別規模別に、保険に加入している農民 30 名と保











	 計測は、（1）式（モデル 1）のほか、モデル 1で有意なパラメータを得た説
明変数とその 2 乗項からなるモデル２と、有意なパラメータを得た説明変数と
その交差項からなるモデル 3の 3タイプについて行った。	 
	 計測結果は、表 5‐7に示す通りである。いずれも McFadden の修正済み決定






















表 5‐7	 サンプルデータの基本統計	 
	 平均統計量	 t-value	 
加入グループ	 非加入グループ	 
所得	 38723.7	 31523.3	 0.536	 
耕地面積	 27.9	 14.3	 3.242**	 
サトウキビ栽培面積	 20.6	 7.5	 4.305**	 
従業年数	 15.3	 10.9	 2.194*	 
教育年数	 9.8	 9.3	 0.66	 
年齢	 43.7	 43.3	 0.735	 


















	 （3）式によると、耕地面積の閾値は 213.8 ム （ーlog(耕地面積)＝21.262/9.111、
























表 5‐8	 計測結果	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 注）サンプル数＝60・、（	 ）内の数値は t 値・	 











































表 5‐9	 農作物の作付規模	 
	 糧食作物	 サトウキビ	 豚養殖	 	 
0～5 ムー	 28 人	 1 人	 14	 0～2 頭	 
5～10 ムー	 12 人	 9 人	 
10～15 ムー	 7 人	 18 人	 3	 3～4 頭	 
15～20 ムー	 	 11 人	 
20 ムー～	 	 8 人	 0	 4 頭以上	 
	 	 	 	 出典：アンケート調査に基づき筆者作成	 
	 
表 5‐10	 農業災害保険の基本状況	 
番号	 質問	 
1	 加入した保険種類：A.サトウキビ保険	 B.種豚保険	 
2	 農業災害保険の知る方法：A.政府宣伝	 B.保険会社宣伝	 C.家族友人の告知	 
D.近隣の告知	 
3	 サトウキビの加入面積：A.半分以上	 B.半分以下	 
4	 加入年数：A.5 年以上	 B.4 年	 C.3 年	 D.2 年	 E.1 年	 F.新規加入	 
5	 補償水準：A.再生産できる	 B.再生産できない	 C.高い	 D.低い	 
6	 協保員の仕事：A.平日の視察	 	 B.防災の指導	 	 C.災害が発生した後、農民が直
ちに届け出ることを引導	 	 D.保険会社職員の損害評価と協力	 








図 5‐22	 	 農業災害保険の基本状況	 
出典：ヒアリングに基づき筆者作成	 
面積	 人数	 
1.加入した保険種類	 2.農業災害保険の知る方法	 3.サトウキビの加入面積	 

















































































































































































































	 	 	 天候インデックス保険は 1990 年代後半から世界各地で導入され始め、2000
年以降は多くの発展途上国で実施されている（表 6‐1参照）。そこでの特徴は、




表 6‐1	 発展途上国における天候インデックス保険	 










出典：The	 World	 Bank	 (2006)、IFC、GFDRR に基づき筆者作成	 
	 
表 6‐2	 インドにおいて気温インデックス保険 2012	 













Trigger(℃)	 27	 30	 22	 24	 26	 28	 
Strike(℃)	 4	 2	 
Exit(℃)	 14	 23	 
Notional(RS)	 350	 166.7	 
Max	 payout(RS)	 3,500	 3,500	 
出典：Matsuda	 Ayako など「Rainfall	 and	 Temperature	 Index	 Insurance	 in	 India」2013	 
注）補償金を計算する方法	 
	 	 Per	 Acre	 Claim	 Payout＝350×min[max{(X1-T1)+(X2-T2)-S,0},(E-S)]、1:Period1,2:Period2	 
	 	 X:actual	 temperature,T(Trigger):average	 maximum	 temperature	 、S:Strike,E:Exit	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 2009 年に、中国の安徽省では天候インデックス保険ｈが試行された。国際農





8元を出し、加入農民は余下の 2元を支払う。水稲保険の 13 元の保険掛金の中




元、総計 477 万元を補償した。	 



















	 Ulrich	 Hess	 et	 al.(2002)によると、天候インデックス保険は取引費用の高
い伝統的農業災害保険がうまく機能していない地域で実施されており、その導
入にあたっては、地域のリスク単位が同質で、天候インデックスと農業生産と
の相関が高いことが必要であると指摘した。	 	 	 
































図 6‐1	 柳江県における糧食生産量とサトウキビ生産量との比較	 
	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑	 (2011)	 























図 6‐2	 サトウキビの栽培について	 
	 	 出典：筆者作成	 
	 	 	 
表 6‐3	 低温によるサトウキビの被害	 
被害程度	 気温	 被害症状	 
一級	 10℃以下	 生育が中止	 








	 図 6‐3は、柳江県における 2004 年 1 月～2014 年 2 月の気温と低温によるサ
トウキビの被害面積を示したものである。同図から直ちに、冬期間の低温と被
害面積に負の相関が見てとれよう。ここではまず、2004 年 12 月を事例とに説
明する。2 月はサトウキビの収穫期である。サトウキビが成熟するためには、
夜間は 12℃～14℃、日中は 22℃～24℃という気温が適切である。しかし、2004
年 12 月は、平均最低気温が 10℃以下、平均最高気温も 15℃未満であった。さ
らに、12 月中の最低気温が 2℃を下回ったため、低温による凍害が発生し、柳
江県では 15.8 万ムーの被害が発生した。次に、過去 10 年間で最悪の被害面積
を記録した 2008 年を事例に説明する。2008 年は 1 月 13 日から 2 月 15 日まで
低温が続いた。これは柳江県の気象観測史上最長の低温継続期間であった。特
に、1月 13 日～31 日の平均最低気温は 2.7℃、2月 1日～15 日の平均最低気温
も 4.6℃と低かった。また、同期間中に平均最低気温が 3℃以下になった日数は
10 日間以上であった。このような異常低温により、柳江県全体の 83%に相当す
る 229.5 万ムーのサトウキビが全て凍傷・凍死した。	 
	 低温による被害はこれだけではない。同期間中のサトウキビの糖分変化を整






図 6‐3	 柳江県において各月の気温と低温によるサトウキビの被害	 
出典：中国農業大学資源環境学院気象のデータと柳江県新興製糖工場のデータを基に筆者作成	 
注：1)	 10 以下になると、サトウキビ生育は停止	 
2)	 2℃以下になると、サトウキビの葉は枯れる	 
                                                        
1）33	 柳江県人民財産保険会社によると、糖度 13％のサトウキビ 1 トンから 0.11 トンの砂糖が製造され





表 6‐4	 低温によるサトウキビ糖分の変化（％）	 
	 2007 年	 2008 年	 増減率	 
1 月 10 日	 15.27	 15.20	 -0.04	 
1 月 16 日	 15.17	 15.23	 +0.06	 
1 月 20 日	 15.29	 14.80	 -0.49	 
2 月 16 日	 15.19	 16.47	 -0.52	 
3 月 10 日	 15.03	 14.34	 -0.68	 
3 月 20 日	 14.75	 14.02	 -0.73	 
4 月 10 日	 14.64	 12.71	 -1.39	 
4 月 16 日	 14.63	 12.56	 -2.07	 























	 	 横内(2008)によると、天候インデックス保険の設計には 3 つのステップが必










析に用いたデータは図 5‐3 に示した月別被害面積と、同月に 10℃以下の最低
気温が連続 10 日間以上続いた期間の平均値を用いた（表 6‐5）。	 
	 単回帰分析の計測結果は、以下の通りである。	 
	 
	 	 	 DA＝315.18‐58.12AT	 	 R2＝0.61、サンプル数 7	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 （3.29*）（‐2.785*）	 
	 	 	 ここで、DA：サトウキビの被害面積（万ムー）、AT：平均最低気温（℃）、	 

















表 6‐5	 気温とサトウキビの被害面積	 
時期	 気温（℃）	 被害面積（万ムー）	 
2004 年 12 月	 4.6	 15.7	 
2005 年 1 月	 4.8	 8.03	 
2008 年 1 月	 2.7	 229.5	 
2011 年 1 月	 4.3	 35.39	 
2012 年 2 月	 6.4	 18.45	 
2013 年 1 月	 4.6	 8.5	 
2014 年 2 月	 4.8	 19.29	 




















	 コンジョイント分析に用いるアンケート調査表は、表 6 の属性と水準に直行
計画を適用して得られた 9 つのプロファイルに、回答者の属性（年齢や性別な
ど）を加えて作成した。アンケート調査表の詳細は、図 6‐4 を参照されたい。	 
	 
表 6‐6	 保険に関する要素	 
ストライク値（℃）	 補償金（元）	 掛金率（%）	 無事払戻	 
0	 400	 1	 有	 
3	 500	 1.5	 
無	 
5	 600	 2	 
	 	 	 出典：筆者作成	 
	 	 	 	 注）ストライク値は、保険金支払い開始の気温である。例えば、ストライク値を 5℃	 
	 	 	 	 	 	 とすると、実際の気温は 5℃以下になると、保険金の支払いが開始する。	 	 	 
	 
図 6‐4	 アンケート調査票	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	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３）アンケート調査の概要	 











図 6‐5	 調査地域	 
	 
表 6‐7	 アンケート調査票の回収状況	 
地域	 配布	 回収	 有効回答注）	 有効回答率	 
穿山鎮	 120	 120	 95	 79.17％	 
新興農場	 50	 50	 50	 100％	 
土博鎮	 30	 30	 20	 66.67％	 
総計	 200	 200	 165	 82.5％	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 




	 計測モデルは、Andrzej	 Bak	 and	 Tomasz	 Bartlomowicz	 (2009)及び加藤ら(2005)
に従って、（１）式と設定した。	 
	 
	 	 	 Uhi＝Yhi＝α0＋∑βjSTij＋∑γkIAik＋∑δlRPil＋∑ξmSRim・・・・（１）	 
	 
	 ここで、	 
	 	 	 Uhi：回答者 hのプロファイル iに対する全体効用(total	 utility)、	 
	 	 	 h＝1,2,…,165、	 
	 	 	 	 	 	 i＝1,2,…,9．	 
	 	 	 Yhi：回答者 hのプロファイル iに対する購入意向評価尺度値	 
	 	 	 STij：プロファイル iのストライク値ｊに対するダミー変数	 
	 	 	 IAik：プロファイル iの保険金ｋに対するダミー変数	 
	 	 	 RPil：プロファイル iの掛金率ｌに対するダミー変数	 
	 	 	 SRim	 ：プロファイル iの無事払戻 mに対するダミー変数	 
	 	 	 α0：切片	 
	 	 	 βj：ストライク値 jのパラメータ	 
	 	 	 γk：保険金 kのパラメータ	 
	 	 	 δl：掛金率 lのパラメータ	 
	 	 	 ξm：無地払戻 mのパラメータ	 
	 	 	 ただし、∑βj＝∑γk＝∑δl＝∑ξm＝0	 
	 





として表れされる。また、属性 nの相対重要度 Wnは、	 
	 










3	 3	 3	 2	 
J=1	 k=1	 l=1	 m=1	 
J=3 k=3 l=3 m=2 
3	 














表 6‐8	 計測結果	 
属性	 水準	 効用	 重要度	 
切片	 4.7909	 	 
	 
ストライク値（℃）	 
0	 2.1455	 	 




400	 -0.4808	 	 




1	 0.3253	 	 
0.6871	 1.5	 0.0364	 
2	 -0.3616	 




図 6‐6	 重要度得点	 



























	 ただし、その実現可能性をより確実なものとするためには、以下の 3 点に留
意する必要がある。第 1 は、より現地に適合する天候インデックス保険を設計
することである。具体的には、柳江県の場合には、ストライク値を 0℃ではな
くもっと高く設定したほうが良いと考えられる。例えば、2004 年や 2005 年、
2011 年は低温が 10 日間以上続いたためサトウキビ生産に損失が出たが、それ
ぞれの低温期間の平均最低気温は約 4℃であった。このように平均最低気温が
4℃以下になる日が連続 10 日間以上となれば、保険金の支払いが必要となる。
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